
【２２春闘、電機懇の提言について】

１．日本経済の落ち込みと賃金停滞

（１）成長しなくなった日本経済衰退の原因とは

コロナ禍で、世界各国とも感染拡大を防ぐためにロックダウンなどが行われれ、収入の低下や

消費の減少が続き、実質ＧＤＰ成長率は２０年度には大きくマイナスになりました。日本も実質

ＧＤＰは、－４．８％でした。しかしながら、２０年以降の実質ＧＤＰ推移の予想では、先進国

の中で日本だけが低い水準になっています。これは、コロナ禍以前から、日本経済が構造的な脆

弱性をかかえているからです。１人あたり各国の名目ＧＤＰ推移をみると、２０００年には日本

は主要国１位でしたが、２０１９年にはイタリアを除く欧米先進国を下回る水準になっています。

（図１；１人あた

り名目ＧＤＰ）日

本経済が成長しな

くなった原因は、

家計消費支出の減

少と企業の設備投

資の停滞にありま

す。家計消費支出

の停滞の最大の要

因は、３０年間日

本の賃金が上がら

ず横ばいの状態が続いたからです。

（２）賃金停滞が続く異常な日本

ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）による加盟国の平

均賃金（購買力平価ベース）の調査結果が話題とな

り、マスコミや労働団体などに大きな衝撃を与えま

した。日本の平均賃金（年間）は４２３万円で、Ｏ

ＥＣＤ加盟３５ヶ国中の２２位まで順位が下がりま

した。１９位の韓国よりも低位にあることが衝撃的

でした。（図２；主要国の平均賃金の推移）米国と

の比較では半分強、ＯＥＣＤの平均以下で、しかも

韓国の９割強です。日本のトップ企業であるトヨタ

よりも韓国の現代（ヒュンダイ）自動車の方が高く、

日本製鉄よりも韓国の浦項（ポスコ）の方が高いの

です。この３０年間で韓国は９０％の賃上げを行なっ

ているのに、日本はわずか４％に留まり、しかも実

質賃金はマイナスに転落しているのです。

日本の異常な賃金低下を招いた第一は、「賃金が

上がらない」不安定雇用＝非正規労働者の増大にあ

ります。日本の就業者数６６９３万人の３割にあた

る２０６０万人が非正規労働者なのです。年収２０

０万円未満のワーキングプアは、非正規を中心に１

２００万人（２２．８％）で、４年間連続して１０
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００万人を超える水準です。それらの

人たちの多くが、最低賃金すれすれの

賃金で働いています。その意味でも、

時給１５００円での全国一律の最低賃

金制の確立は、最重要な課題です。産

業別では、コロナ禍でも社会維持に不

可欠な職場で働くエッセンシャルワー

カーの大幅賃上げ・底上げが急務です。

（図３；エッセンシャルワーカーの賃

金）

（３）内部留保の社会的還元を

コロナ禍にもかかわらず、大企業５８００社（資本金１０億円以上）の２０２０年の内部留保額

は、前年より７兆円も増えて４６６兆円になっています。日本の平均賃金が、３０年間で４．４％

増と横ばいなのに、内部留保は約４００％増となっているのです。内部留保の増大の要因は、第一

に総額人件費の抑制です。特に、安上がりな非正規労働者を増やしたことにあります。次に、法人

税の引き下げと大企業優遇税制にあります。３年間で、法人税率は４３．３％から２３．２％に下

がっています。他方で、富裕層と５億円以上

の金融資産をもつ超富裕層は増え続けていま

す。この１年で、１００万ドル（約１．０８

億円）以上の金融資産を保有する人は、３９

万人増えて３４２万人になっています。これ

は、米・中に次ぐ世界第３位となっています。

（図４；富裕層の金融資産と世帯数）

大企業の溜め込む膨大な内部留保は、日本

経済の発展の障害になっています。膨大な利

益を上げながら、労働者の賃金にも設備投資

にも回さず、もっぱら財テクへ投資している

からです。内部留保のほんの一部を取り崩す

だけで大幅賃上げは可能です。

２．２２春闘で取り組むべき課題

（１）ジェンダー平等社会の実現

「ジェンダー平等」とは、性別にかかわらず、個人の尊厳が大切にされることです。世界経済フォー

ラムが公表した「ジェンダーギャップ指数２０２１」によると、日本は１５６ヶ国中１２０位と先

進国のなかでも下位にあり、未だに男女格差が高く残っているからです。先ず、女性労働者の多く

が、低賃金で不安定な雇用に置かれていることです。女性労働者の２３％（３１０万人、男性の２．

７倍）、女性パート労働者の４１％（２３８万人、男性の３．５倍）が、最低賃金の労働者になっ

ています。新型コロナ発生以後には、非正規で働く多くの女性が解雇され、女性の自殺者も増加し

ました。女性が、安心して働ける環境改善が必要です。均等待遇の実現、母性保護、両立支援の拡

充、長時間労働の解消などです。また、ジェンダー平等実現のためには、ハラスメントのない職場

環境づくりが欠かせません。

（２）雇用を守り働くルールの確立を

①非定型シフト制労働契約の改善
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シフト勤務制で働くパートやアルバイトの非正規労働者には、就業日や就業時間が定められて

いません。コロナ禍で、シフト勤務が半分以下になり、休業手当も支給されず、半失業状態になっ

ている労働者が１４６万人にのぼると試算されています。休業補償を幅広く適用することや、最

低労働時間の保障などの労働法の改正が必要です。

②無期転換ルールの改善

無期転換権の発生直前での雇い止めなど、法の趣旨を逸脱する脱法行為が止みません。このよ

うな行為を止めさせるには、次のような措置が必要です。先ず、権利行使できる段階で事業主が

説明義務を負い、違反した場合には労働者が無期転換権を行使したとみなすことです。次に、無

期転換権発生直前での雇い止めを防ぐ規定の創設。権利を消滅させる「クーリング期間」の廃止。

無期転換後の不合理な格差を禁じる規定などです。

③裁量労働制の対象業務の拡大

政府は春の通常国会で、企画業務型裁量労働制の対象業務を拡大しようとしています。営業部

門や本社以外の企画・管理業務にも広げようとするものです。裁量労働制で働く８割の人が週４

０時間以上働き、残業代見合いの「特別手当」が専門型で４９％・企画型で３６％の人に支給さ

れていません。長時間不払い労働を促す「裁量労働制」の拡大は許されません。

④労働時間の柔軟化

テレワークにおける「事業所以外みなし労働時間制」の導入・拡大や所定労働日削減とセット

の１日の労働時間延長など、労働時間の柔軟化を政府は進めようとしています。さらに、時間外・

休日・深夜労働の原則禁止の見直しも検討しています。労働時間の短縮など、世界の流れと逆行

するものです。

（３）全国一律の最低賃金制の確立を

最低賃金の改定が過去最高の時給２８円増となり、加重平均額では９３０円に引き上げられま

した。しかしながら、地域間格差は縮まらず前年同様２２１円になっています。（東京１０４１

円、高知・沖縄８２０円）全労連が取り組んでいる「最低生活試算調査」では都市と地方で相違

がなく、若年の単身世帯で必要な賃金額は月額２２～２４万円、時間額１５００円（月１５０時

間換算）以上となっています。全国一律最低賃金「アクションプラン２０２４」では、２０２２

年の通常国会で全国一律の最低賃金法を改正させることを目指しています。２０２０年に提出し

た請願署名は１６万５３８６筆となり、１１０名の紹介議員を通じて国会へ届けることができま

した。

３．危険な「ジョブ型雇用」の導入

テレワークでは、①時間管理が難しい②仕事の進捗管理が難しいなどを理由に、仕事の成果で

評価する「ジョブ型雇用」を導入しようとしています。これまで実現できなかった成果主義的な

働き方を、コロナ禍に乗じて一気に進めようとするものです。電機でも、日立・富士通・ＮＥＣ

で「ジョブ型雇用」への転換が提案されています。

日立では、これまで総合職という枠組みのなかで統一した等級別で処遇してきた人事制度から、

新たなジョブ型人事制度への転換を進めています。ジョブディスクリプション（ＪＤ；職務定義

書）により職務内容（ジョブ）が明確にされ、業務の範囲や求められるスキルが規定され、その

内容により評価されます。ジョブ型人財マネジメントのスケジュールでは、現在ステップ２まで

終了しています。ステップ１では、職種別検討委員会が、標準ＪＤを作成します。その種別は、

４１０種となっています。ステップ２では、各組織長があるべき組織を検討し、各ポジションに

一つの標準ＪＤを割り当てます。現在進行しているステップ３では、現職者及び上長が各ポジショ

ンの個別ＪＤ（詳細の職務定義）を作成し、従業員に開示します。年度内に行なわれるステップ

４の段階で、ギャップを埋める取組み（組織の見直し、個々のスキル）を行い、従業員一人ひと
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りが「自分ごと」としてキャリア形成に取り組むとしています。来年度以降のステップ５では、Ｊ

Ｄ導入を踏まえて、「組織編制」「人財配置」「育成」「報酬」等の制度・仕組みを見直し、ジョ

ブ型人財マネジメントによる適所適材を推進するとしています。

職務定義書では、キャリアレベルとしてＪＤ１（上位）からＪＤ７（下位）までがあります。

（職務によってはＪＤが限定されます）そして「責任」項目（ニーズの評価、イノベーション推進、

製品開発など１０項目）別に、キャリアレベルの内容（例えば８から４など）が規定されています。

同様に「期待行動」の項目（責務の遂行、イノベーションの推進など１０項目）別に、キャリアレ

ベルの内容が規定されます。要するに「責任」「期待行動」の各項目でのレベル相当がキャリアレ

ベルＪＤとなります。次に、「職務知識・スキル」「資格等」「経験」などが上長との面談で個別

ＪＤとして記載され、キャリアレベルが確定します。

具体的に、設計開発（機器機械）の職務定義書では、キャリアレベルがＪＤ２からＪＤ５までが

規定されています。職務の概要でそれぞれを比較すると以下のようになります。ＪＤ２（ＰＭ）

（注：ＰＭとはPeople Manager）では、開発設計に関する戦略を策定・実行。ＪＤ３（ＰＭ）

では、開発設計に関する業務運営計画を策定・実行。ＪＤ４では、具体的な要求仕様を作成。ＪＤ

５では、上長の指示を仰ぎながら設計開発を担当。となっています。個別ＪＤ以外の項目は、抽象

的な文言による区別であり、客観的な評価が行なえるか疑問です。

処遇制度における評価は、個別ＪＤに設定されるジョブ型目標によって管理されます。その目標

は、所属長との面談で決められ、ほとんど上からの押し付けられたものになります。従来、人事部

門で評価の管理を行なっていたものが、所属長に変わります。賃下げも含んだ報酬の判断が、所属

長の一存で決まります。降給・降格を含む賃金の決定が、個々人バラバラに決定されることになり

ます。これでは、労働組合が関与できない人事制度となります。また、職務が固定されることから、

業務転換や組織の変更などでジョブがなくなれば解雇される危険性があります。実際ＩＢＭでは、

コロナ禍の対応での組織変更に伴い、社外への転身・退職強要のリモート面談が２０年の１２月に

行なわれました。本来企業の責任で配置転換や再教育をすべきところ、「お前のジョブはなくなる。

自分のキャリヤは自分で考えろ」と言い渡したそうです。日立でもキャリヤ形成は、会社主導型か

ら、自立的・自己選択的としています。

４．２２春闘をめぐる状況について

連合の芳野友子会長は、２２春闘の方針を話し合う集会で、日本の賃金が先進国の中でも下位に

落ち込み、生産性に応じた分配がされていないと表明しました。清水事務局長も、「２０年以上に

わたり日本の賃金が上がっていないことは、衝撃的だ。構成組織にはよく検討してもらいたい」と

語っています。実際１８春闘を頂点に賃上げ要求・獲得組合がともに減少していることも指摘され

ました。２２春闘には、ベア２％程度を含む４％程度の引き上げを提案しています。さらに芳野会

長は、「男女の賃金格差、非正規の処遇改善で連合は変わったと踏み込んだ春闘にしたい」など社

会全体に波及する春闘を目指すとしています。連合内の組合からは、連合大手組合への苦言が寄せ

られています。「大手の賃上げ額が近年顕著に下がっている」（フード連合）、「大手は堂々とベ

アを要求し、中小は格差是正で上積み」（ＪＡＭ）、「大手の先行相場が重要。回答開示を」（自

治労）などの声が上がっています。

全労連や純中立労組でつくる国民春闘共闘会議では２２春闘で、月額２万５千円以上、時間額１

５０円以上、企業内最賃時給１５００円以上の要求を提案しています。特に、エッセンシャルワー

カーの大幅賃上げの取組みを重視しています。さらに小畑議長は、衆議院選挙で改憲勢力が２／３

の議席を占めたことから、「本格的な改憲の危機になれば、ゼネストを構えて闘う」と最大限の力

を注げて闘うことを呼びかけました。

以上
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